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１．2050年に向けた経済社会の変化と
経済社会システムの変化の必要性
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２．予防・健康づくりへの支援強化
による明るい社会保障改革
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２－１．予防・健康づくりの意義
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健康が幸福に与える影響
 実証研究によれば、主観的幸福度に与える影響は、健康が最も大きな要因。
 不健康な者の不安感の増加は、健康な者の不安感の減少よりも大きい。不健康になる

と、さらに健康の価値を高く感じる。

健康状態が不安感に与える影響

• 健康状態の段階別にそれぞれが抱く不安感の値について、アンケート調査を基に
推計し、その平均的な大きさを比較したもの。

※「健康な者の不安感の減少幅」を１とした場合の比較。
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• 健康状態や結婚、年収といった各要因が主観的幸福度に与える影響について、アンケー
ト調査を基に、その影響度を相対的に評価したもの。

※「年収」による影響度を１とした場合の比較。

（出所）西村・八木（2018）「幸福感と自己決定―日本における実証研究」（RIETI Discussion Paper Series 18-J026）を基に作成。





２－２．病気の予防インセンティブ
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（出所）平成24～25年度厚生労働科学研究費補助金 (がん臨床研究事業)分担研究報告書「がんの罹患による労働損失の推計」、「第２回がん患者・経験者の就労支援の

あり方に関する検討会（平成26年3月）」資料３を基に経産省が作成

がんの罹患による労働損失の影響

入院・外来の受療による労働損失（推計）

 がんによる労働損失は、年間で1.1兆円を超えると推計されている。

男性 ２，９５９億円／年

女性 １，５６９億円／年

全体 ４，５２８億円／年

受療日以外の労働損失（推計）

※疾病であることによる就業率の低下、就業していても仕事の能率が下がる労
働生産性の低下の２つの要因を考慮。

男性 ４，０９６億円／年

女性 ２，７９９億円／年

全体 ６，８９５億円／年

［がん全体］ ［がん全体］

生活習慣病対策の重要性②：がんの社会的コスト
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糖尿病性腎症の重症化予防の取組状況

（出所）1716市町村（全自治体）の実績。日本健康会議「保険者データヘルス全数調査」（厚生労働省補助事業）を基に作成。

 地域別に比較すると、糖尿病性腎症の重症化予防に関する市町村国保の取組状況
には差がある。

 ベストプラクティスの横展開に意義あり。

糖尿病の重症化予防に取り組む保険者の割合（％）
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（注）都道府県別に取組比率の高い順に第一（12都道府県）、第二（12都道府県）、第三（都道府県）、第四（11都道府県）。最上位は100％、最下位は21.1％。

取組比率の最も高い
都道府県のグループ

取組比率の最も低い
都道府県のグループ
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歯科検診の受診率

（出所）厚生労働省「国民健康・栄養調査」を基に作成。
（調査の概要）平成 22 年国勢調査区のうち，後置番号が「１」（一般調査区）から層化無作為抽出した１道府県あたり 10 地区（人口規模が大きい東京都のみ 15 地

区）の計 475 地区のうち，平成 28 年４月の熊本地震，8 月の台風 10 号，10 月の鳥取県中部地震の影響により 13 地区を除いたすべての世帯及び世帯員に対し
て調査。回答人数25,514人

 重症の歯周病を放置すると、糖尿病が発症する可能性があるとの指摘がある。
 歯科健診を受診する割合は増加傾向であるが、依然として半分にとどまっている。受診

率を高めることが必要。
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ウェアラブル機器の健康増進効果
 海外の実証研究によると、ウェアラブル機器を活用したインセンティブの仕組みを導入した

グループでは、それ以外のグループと比較して運動等の活動量が増加した。

Apple Watchの健康増進効果

（取組の概要） （１か月当たり活動量の増加効果）

英国

米国

南アフリカ

+27.7%

+30.6%

+44.2%

+3.6日

+4.7日

+6.1日

増加率 増加量

平均で＋34％、＋4.8日分の増加

（注）利用開始時には、全員開始利用料を支払う。増加量の日数は、１か月あたりの平均運動日数に活動量の増加率を乗じて算出した日数。
（出所）Appleホームページ、住友生命資料、ランド研究所欧州支部「Incentives and physical activity An assessment of the association between Vitality’s 

Active Rewards with Apple Watch benefit and sustained physical activity improvements Marco Hafner,」を基に作成。

 英・米・南アの生命保険「Vitality」加
入者（40万人超）を対象に、インセ
ンティブのあるグル－プ、無いグループに
おける活動量（※）を比較。

※活動量：加入者の歩数、心拍数、ジムで運
動した日数等を運動の強弱等に応じて計算
した指標。

Apple Watch
（インセンティブの概要）
 Apple Watchを提供し、運動目標を

達成できた場合には、毎月の利用料
を０円まで減額。





 「健康経営」を積極的に実施している「健康経営優良法人」では、その他企業と比較す
ると、社員の健康にする投資額が大きい。

企業の健康経営・健康投資の重要性
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（注）法定外福利費における健康投資に含まれる内容は、経団連調査と健康経営度調査で必ずしも一致しない。
（出所）経団連「福利厚生費調査結果報告」、健康経営優良法人のデータは健康経営度調査回答内容から経済産業省作成。

（円／年）

企業の１人当たりの健康投資額（2017年度）
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２－３．介護・認知症の予防インセンティブ
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 三重県では、介護現場において高齢者を「介護助手」として採用し、周辺業務を担って
もらう取組を推進。介護予防の観点から、ベストプラクティスの横展開に意義あり。

高齢者の介護助手採用による介護予防

高齢者の就労促進（介護助手の採用例）

 介護予防の観点から、全国で初めて高齢者を介護
助手として採用。

 介護助手の業務も難易度別に３つの等級を設け、
経験や資格、職場研修等を通じてステップアップで
きる仕組みに。

 採用効果として、
- 高齢者の社会参加による介護予防
- 介護職員の残業時間削減
- 介護助手1人で、介護職員1人が平均190

分/日、直接介護に関わる時間が増加
- 認知症利用者の個別対応が可能になった

等が挙げられている

【Ａクラス】
一定程度の専門的知識・技術・経験を要する比較的高度
な業務
（認知症の方への対応、見守り、話し相手、趣味活動の手

伝い 等）

【Ｂクラス】
短期間の研修で習得可能な
専門的知識・技術が必要となる業務
（ベッドメイキング、配膳時の注意 等）

【Ｃクラス】
マニュアル化・パターン化が容易で、
専門的知識・技術がほとんどない方
でも行える業務
（清掃、片付け、備品の準備 等）

介護助手 等級（三重県）

（出所）第４回介護人材確保地域戦略会議（平成28年２月１日開催）三重県資料及びヒアリングなどを基に作成
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２－４．ナッジの考え方を活用した
気づきの機会の付与
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行動経済学におけるナッジ理論

 「ナッジ」とは、行動経済学を活用し、ちょっとした工夫で個人に気付きを与え、より良い
選択が出来るよう支援する政策手法。

 シカゴ大学のリチャード・セイラ―教授は、2017年に、行動経済学や「ナッジ」理論の発
展への寄与を評価され、ノーベル経済学賞を受賞。

リチャード・セイラ―教授の主張

• 個人は、常に合理的な意思決定を行うとは限らず、習
慣や多数派の意見などを参考に、簡便な意思決定を
行うことが多い。

• その場合、個人の選択が、本人自身にとっても望ましく
ない、という罠に陥る場合がある。

• 行動経済学では、デフォルトの設定や表現方法など、
ちょっとした工夫をすることで、本人が自発的に望ましい
選択を行いやすいように誘導する政策手法をナッジ（英
語で「軽く突く」の意味）と呼ぶ。

2018年10月に来日したリチャード・セイラー
教授（中央）と経産省・RIETI関係者の懇談
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 八王子市は、大腸がん検診の受診率向上に向け、レセプト・健診データ等を活用して、
個人の健康リスクを記載した健診通知を送付。

八王子市における検診案内事例

 八王子市では、過去の検診・健診データや問
診項目を分析し、昨年度未受診者に対して、
喫煙・飲酒・運動・肥満度等から大腸がんに
かかるリスクを個別に通知。

 結果、大腸がん検診未受診者:12,162名の
うち、3,264名（26.8%）が受診（平成30年
度実績）。

個人に対する気づきの機会の付与①大腸がん健診

ナッジの活用（分かりやすい情報提供）

（出所）「八王子市がん対策推進計画 平成30～35年度」を基に経産省が作成







３．高齢者就労の促進と
多様で柔軟な労働市場の整備
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３－１．高齢者就労の促進























高齢者が活躍するため、テクノロジーを活用した職場環境整備が重要

 高齢者一人一人の能力差が拡大していることも踏まえつつ、高齢者の更なる活躍に向
けて、ＡＩ・ロボットを活用し、職場環境を整備することが重要。
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RPAの活用例

○パソコン上の操作を記録して人の
代わりに作業するソフトウェア型
のロボットのこと。
（Robotic Process Automation）

○日常的に繰り返されるＰＣ業務を
代行することで業務負担を軽減

営業事務

経理・財務

・申込書入力
・経費申請
・物販見積もり

・請求、支払いデータ入力
・固定資産台帳管理
・振替伝票処理

（出所）ソフトバンク株式会社の資料より作成。

空港での荷物ハンドリング業務
（サイバーダイン社）

ロボット技術等を活用したフィジカル面
における課題の克服の可能性

港湾荷役現場での重量物の運搬作業
（ATOUN社）

アシストスーツによる作業の負担軽減

ロボットによる作業代替
食事を運ぶロボットの活用により、重
い運搬作業は代替し、接客が専念
可能に。
（がんこフードサービス）
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生産性や成果に応じた評価・報酬体系が重要

 年齢階級別の賃金水準をみると、諸外国では生産性の高い30～40歳代がピーク。
 一方、日本では50歳代が最も高くなっており、年齢によらない働き方の推進には、生産

性や成果に応じた評価・報酬体系が重要。

（注）企業規模10人以上で, 民営事業所の産業計（公務, 防衛, 義務的社会保障を除く非農林漁業計）を対象。2014年。
（出所）労働政策研究・研修機構「データブック国際労働比較2018」より作成。

賃金カーブの国際比較
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３－２．多様で柔軟な労働市場に向けて
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日本では従業員の勤続年数が長い傾向にある

（注）日本の数字は、短時間労働者を除く常用労働者のデータ。米国は中央値。
（出所）JILPT「データブック国際労働比較2018」

 従業員の平均勤続年数を比較すると、日本では特に男性従業員がより長く１社に努め
る傾向にある。
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大企業における中途採用は道半ば

 従業員規模が大きいほど新卒採用比率が高く、5,000人以上の企業では新卒採用比
率が 6割となっており、中途採用比率は4割に満たない。

（出所）リクルートワークス研究所「中途採用実態調査（2017年度実績）」より作成。調査対象は従業員５人以上の民間企業。
（注）集計は、新卒採用・中途採用を実施した企業、実施しなかった企業を含んでおり、一社当たりの人数は採用を実施していない企業を含んだ社数で

平均を算出。また、従業員規模によって、ウェイトバックした値を掲載。

新卒・中途採用の比率（2017年度）

社数 新卒採用比率
（2018年卒）

中途採用比率
（2017年度）

1社あたり
新卒採用人数

（人）

1社あたり
中途採用人数

（人）

全体 4,055 34.7% 65.3% 0.78 1.47

規模別

5~299人 2,084 23.3% 76.7% 0.38 1.25

300~999人 1,071 58.5% 41.5% 12.50 8.86

1,000~4,999人 710 59.6% 40.4% 35.71 24.20

5,000人以上 190 62.6% 37.4% 127.89 76.31
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３－３．多様な働き方に中立的な
税制・社会保障制度の整備











55歳 60歳 65歳 70歳 75歳 80歳

私的年金制度は、加入に年齢制限がある

 私的年金制度は、加入期間・受給期間に年齢制限がある。

確定給付企業年金
（DB）

確定拠出年金（DC）

企業型

個人型
（iDeCo）

個人年金保険（生保）

財形年金貯蓄

拠出 給付

加入期間：
59歳まで

加入期間：
原則59歳まで（※3）

受給開始期間：
60～70歳の間
（個人選択）

受給開始期間：
60～70歳の間
（個人選択）

（※1）生命保険会社や商品、保険料の払い方等によって
異なる（公益財団法人 生命保険文化センターより）

（※2）契約する財形貯蓄取扱機関との契約による。

（※3）60歳以降も同一事業所で引き続き雇用される者に
ついては、労使合意した規約において、65歳以下の年
齢まで延長することが可能

受給開始期間：
60～65歳の間
（労使合意）

加入期間：
退職まで

給 付

給 付

拠 出

拠 出

拠 出
契約締結時
55歳未満の

勤労者

受給開始期間：
60歳以降の契約所定の時期（※2）

給 付

拠 出 ・ 給 付
加入期間：月払いタイプ：60～70歳、一時金払いタイプ：70～80歳まで（※1）
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第１回（平成30年9月21日）
2050年までの経済社会の構造変化と政策課題

第２回（平成30年10月15日)
①健康寿命の延伸に向けた予防・健康インセンティブの強化
②生涯現役社会に向けた雇用制度改革

第３回（平成31年2月13日）
①予防・健康づくりの意義と課題
②ウェアラブルやデータ活用による疾病・介護予防や次世代ヘルスケア

第４回（平成31年3月12日）
①疾病・介護予防に関する政策提案（案）
②労働市場の構造変化と課題

第５回（平成31年4月15日）
①第四次産業革命に向けた産業構造の現状と課題
②労働市場の構造変化の現状と課題

第６回（令和元年5月20日）
中間整理（案）

これまでの検討経過

→ 第19回未来投資会議（10月5日）
（成長戦略の方向性（案））

→ 第20回未来投資会議（10月22日）
（高齢者雇用促進、疾病・介護予防）

→ 第22回未来投資会議（11月26日）
（経済政策の方向性に関する中間整理）

→ 第25回未来投資会議（3月20日）
（全世代型社会保障における疾病・介護
の予防・健康インセンティブ）
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